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消防庁審議官を拝命して早いもので、20カ月が経とうとしている。この間、新潟・福島豪雨、福

井豪雨、十数回の台風上陸、新潟県中越地震を始めとした地震災害、さらには、スマトラ島沖地震

と正に多事な日々を経験させて頂いています。

６回の緊急消防援助隊とタイ国への国際消防救助隊の派遣がありましたが、その中で、情報通信

分野では、同報系市町村防災行政無線未整備地域、ヘリテレ映像伝送空白地区、衛星のみの県防災

行政無線、通信用非常電源装置不備、消防救急無線、特に共通波輻輳、震度情報ネットワーク輻輳

等実に多くの課題が指摘されました。さらに、携帯電話からの１１９番通報を的確に受け止められる

ようにと進めて頂いている間に、廉価な電話サービスが急速に増え始めています。平成電電、日本テ

レコム、ＫＤＤＩの３社は、本年早期には全国の60～85％をカバーすると表明しています。ＩＰ電

話と呼ばれるサービスも平成16年中に12社になっています。この結果、ある指令センターでの１１９

番通報受付処理時間が1.8倍との話も出ています。救急業務での収容時間が30分を超えてしまうおそ

れは現実のものとなりつつあります。

激増し続ける救急救命業務、多数の高齢者の火災による死亡、林野火災の２年続けた多発、企業

災害の発生率の急増、度重なる自然災害、国民保護法施行等新たな消防に対する期待等の下、的確

に責務を果たしていく基盤となるのが情報通信システムと言って良いでしょう。現状の改善のみでは

なく、何が必要かを見つめ直す時期に来たようです。

発災の第一報を全ての住民から受けられる体制は私たちの仕事のスタートです。これを受け、限ら

れたスタッフ、車両資機材を如何に効率的に的確迅速に派遣することができるかの基盤が、365日24

時間の態勢で稼働されている消防救急無線や指令センターを中核とした情報通信システムであります。

大規模災害時にも耐え得る情報通信基盤を構築していくことは、大変難しいことですが、ＩＣＴの

進展に相応しい対応を効率的に各本部で進めて頂くためにも、少なくとも中期的な展望とそのタイム

テーブルを提示すること、標準化を進めるための牽引車となることが期待される役割ではと考えます。

e－Japan戦略Ⅱでは、2005年の目標達成への具体的施策として、重要インフラの情報セキュリティ

確保、防災情報共有システムの整備と国民への提供拡大、携帯電話やＩＰ電話等の様々な情報通信

手段による緊急通報への対応の３件が挙げられていることを追記しておきます。

情報通信分野での期待

消防庁審議官 蝶 野 光
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● 兵庫県尼崎市列車事故における救助活動（概要）

● 初動時における被災地情報収集のあり方に関する
検討会の設置

● 市町村長と都道府県幹部のための
防災危機管理ラボ　他



4 消防の動き

兵庫県尼崎市のJR福知山線の列車事故では、脱線した

車両がマンションに衝突し多くの尊い命が失われるという

大惨事となりました。

車両が建物内に激突あるいは食い込む形となり、救助

活動が極めて困難な状況の中、地元尼崎市消防局をはじ

め、県内応援隊や緊急消防援助隊が夜を徹して救助活動

を行いました。その活動状況は次のとおり。

概　要

（１） 発生日時（覚知日時）

平成17年４月25日（月）午前９時18分頃（９時22分尼

崎市消防局覚知）

（２） 発生場所

兵庫県尼崎市久々知３丁目27番40号先

（３） 発生状況

JR福知山線宝塚駅９：03発、上り快速列車（７両

編成）が脱線し建物へ衝突

被害の状況（5月24日現在）

・死　者　107人（男性 59人、女性 48人）

・負傷者　549人（重症139人、軽症410人）

緊急消防援助隊・県内応援隊の活動状況（延べ）

（１） 緊急消防援助隊

74隊 270名（大阪府隊、京都府隊、岡山県隊）

（２） 県内隊

兵庫県隊 100隊 363名

尼崎市消防局隊 119隊 462名

消防庁の対応

消防庁では、４月25日９時40分に災害対策本部（第

二次応急体制）を設置。10時40分兵庫県知事からの要

請を受け、消防庁長官は消防組織法に基づき、大阪府、

京都府、岡山県に対し順次緊急消防援助隊の出動を要

請しました。また、消防庁職員３名を現場へ派遣し、

被害情報の収集・報告、現地における活動調整を行い

ました。

活動概要

列車事故発生直後から、既に活動を行っていた尼崎

市消防局隊に加えて、県内応援隊が続々と集結し活動

を開始。また、大阪府、京都府、岡山県知事に緊急消

防援助隊の出動を要請。すでに現場で応援活動中の大

阪市消防局隊を中核に大阪府隊を編成し緊急消防援助

隊の活動を開始した。

また、尼崎市消防局は隊到着時からトリアージを行い、

救急隊、航空隊により傷病者を病院へピストン搬送が行

われるとともに救出活動も行われた。

作業現場での安全を確保しつつ２両目の車両を重機

で移動し、１両目での検索を実施。事故発生から３日

後の28日15時55分、１両目の検索を終え最終的に要救

助者全員を救出と判断。同日17時00分緊急消防援助隊

の要請が解除され、その後22時05分尼崎市消防局が活

動を終了し最終引き揚げとなり、約80時間に及ぶ活動を

終えたものである。

兵庫県尼崎市列車事故における救助活動（概要）･
救急救助課・震災等応急室

１

５

２

３

４



新潟県中越地震（平成16年10月23日17時56分頃発生）

では、初動時において消防庁と旧山古志村や小千谷市塩

谷地区等との間で情報が途絶し、被害の把握に時間を要

する事態となりました。これは、通信途絶となり初動時に

おける情報収集ができなかった状況にあったほか、孤立地

帯で地上部隊が道路寸断等のため展開できなかったこと

によります。こうした問題に対して、孤立地域の住民にア

クセスする手段や関係省庁間の情報共有システムの構築

が求められています。

そこで、消防庁では、麻生太郎総務大臣の指示に基づ

き、総務省情報通信政策局とともに、大規模災害発生の

際の初動時における被災地情報収集のあり方、災害時の

情報通信技術の活用について、京都大学の河田惠昭防災

研究所長を座長に、学識経験者、市町村関係者等をメンバ

ーとして、検討会を開催することとしました。

５月10日に行われた第１回の会合では、麻生太郎総務

大臣、今井 宏副大臣も出席し、被災地情報収集方法の

現状、長島忠美長岡市復興管理監（旧山古志村長）、関

広一小千谷市長からの新潟県中越地震における課題の報

告などが行われ、活発な議論が交わされました。

今後、数回の会合を経て８月末までに結論を得ること

としています。

消防の動き　5

初動時における被災地情報収集のあり方に関する
検討会の設置･ 総務課・防災情報室

初動時の情報収集に関する検討会

（平成17年3月18日現在）



6 消防の動き

地震、津波、台風、高潮、豪雨、土砂崩れ等の大規模

災害発生時において、被害を最小限に抑えるためには、

都道府県危機管理部門と市町村さらに地域住民との間の

信頼関係の構築に基づく的確な初動対応体制の確立が不

可欠です。その実現には、日頃から災害に備えた実践的

な防災訓練を実施することにより、市町村長のリーダー

シップによる的確な判断と迅速な指示等危機管理能力の

一層の向上を図っておく必要があります。

そのため、消防大学校や市町村アカデミーにおいては、

これまでも市町村長の危機管理能力向上のために「危機

管理トップマネージメントセミナー」などが開催されてい

ます。

今後、消防庁では、これらに加え、体験的な訓練を追

加し、実践的な危機管理能力を養うことを目的として、

都道府県の危機管理担当幹部職員を対象に、市町村幹部

との緊密な連携を前提とした実戦的図上訓練の実施推進

に向けた危機管理研修を行うこととしています。これは、

災害時における都道府県、市町村及び住民等との緊密な

連携体制を確立し、もって地域の防災力を高め、安心、

安全な地域づくりを推進することを目的としています。

この危機管理研修の実施に先駆けて、平成17年４月28

日（木）、総務省第１会議室において「市町村長と都道府

県幹部のための防災危機管理ラボ」（デモンストレーショ

ン）を開催いたしました。

当日は、十数名の市町村長及び各都道府県消防防災主

管部長など約90名に出席していただき、全国市長会、全

国町村会、（財）消防科学総合センターの協力を得て、主

に図上型防災訓練の実施方法等についてデモンストレー

ションを実施しました。

具体的には、市町村長として必要な危機管理対応力、

状況予測型図上訓練、防災GISソフト（図上訓練機能、

防災マップ作成機能、災害時オペレーション機能等）及

び消防庁の状況付与型図上訓練への取り組みと成果等に

ついて映像等を交えつつ説明を行うとともに、消防庁危

機管理センターの視察を行いました。その後、当該デモン

ストレーションに対する意見交換会が行われ、図上訓練

を既に実施している団体、未実施の団体の双方から、危

機管理意識の向上及び災害時対応力の強化の面でその有

効性に賛同する意見が多くあげられました。

市町村長と都道府県幹部のための防災危機管理ラボ

～　次　第　～

１．「災害対応危機管理についてのトップの心構え」
消防庁長官 林　　省吾　　

２．「昨年の豪雨、台風、地震災害対応の問題点と課題」
消防庁防災課長 金谷　裕弘

３．「新潟県中越地震　震源地町長の被災体験談」
新潟県川口町長 星野　和久

４．「これからの市町村における防災訓練について」
（財）消防科学総合センター研究開発部長

日野　宗門
～消防防災危機管理センター視察～

５．「消防庁における条件付与型図上訓練への取り組みと
その成果」

消防庁震災等応急室長 重松　秀行

６．意見交換会

市町村長と都道府県幹部のための防災危機管理ラボ
防災課

市町村長と都道府県幹部のための防災危機管理ラボの様子



１　防災体制の整備に向けて

平成16年は、相次ぐ風水害や新潟県中越地震、さらに

はスマトラ島沖地震などの大規模な災害が発生し、各地

で大きな被害をもたらしました。また、東海地震、東南

海・南海地震、南関東地域直下型地震などの発生も懸念

されているところであり、このような大規模な災害に備え

るためには、実践的で実効性のある図上型訓練の実施を

通じて、地域防災計画や応急対策要領の見直し、市町村

長としてのリーダーシップの発揮、住民と行政の信頼関係

の確立等により地域における災害への対応能力を強化し

ておくことが不可欠です。

実践的な図上型訓練の取り組みと
市町村長の役割

現状における市町村の地震防災訓練は、実技、実働訓

練に比重が置かれたものが多く、災害時の「危機管理能

力」の向上、習得を意図した図上型訓練の実施は一部に

限られています。特に、市町村長は災害時に一刻を争う

意思決定を迫られ、リーダーシップの重要性がクローズア

ップされていることから、実践的な図上型訓練の企画、

推進が求められています。

３　調査研究の目的

消防庁では、地方公共団体が実践的かつ効果的に地震

防災訓練を実施できるようにするため、図上型訓練の種

類や特徴、これまでの実施事例を整理するとともに、学

識経験者、防災関係機関及び地方公共団体の職員等で構

成する「地震防災訓練（図上型訓練）実施要領作成研究

会（座長：吉井博明東京経済大学教授）」において、標

準的なマニュアルの作成について検討してきました。

研究会報告書の概要

これまでの検討に基づき、①図上型防災訓練の企画・

準備、②市町村に適合した図上型防災訓練の選択・実施、

③図上型訓練の評価・検証の方法を紹介し、訓練目的や

テーマ等に応じた適切な訓練方式を選択するための手引

書として、また、訓練の事前準備やスムーズな実施のため

のノウハウの解説書として、地震防災訓練（図上型訓練）

実施要領を表に示す基本構成により取りまとめ、都道府

県他関係団体へ配付しました。

表 地震防災訓練（図上型訓練）実施要領の基本構成

１．地震防災訓練（図上型訓練）をどのように始めるとよいか

図上型訓練の概要・特徴をフローや比較表を交えて解説した

導入部

２．～４．訓練手法別解説

手法ごとの詳細解説。概ね以下のような構成で記述した。

①　図上型訓練を企画・準備する

・訓練目的、習得目標の明確化・具体化

・企画者・進行管理者・参加者の役割分担、会場等確保

・訓練要綱、訓練想定の災害（被害）、状況付与シナリオ等の

資料作成

②　当該市町村に適合した図上型訓練を選択し、実施する

・状況予測型訓練（イメージトレーニング方式）

最小限の条件のもとで参加者に状況予測と意思決定を求める

・災害図上訓練DIG（災害想像力ゲーム方式）

当該地域の地図を活用した訓練で課題の発見・共有を図る

・図上シミュレーション（ロールプレイング方式）

特定条件下の付与シナリオへの参加者の対応を繰り返し、展開

③　図上型訓練結果を評価・検証する

・評価・検証素材（チェックリスト、アンケート等）により評価

市町村の防災体制の弱点・課題を把握、防災上の責務を自覚

・状況付与シナリオを改善、経験を蓄積し図上訓練を活性化

参考資料

訓練の実施事例、シナリオ、評価・検証ツール（当該市町村

の活用に便宜）

消防の動き　7

２

地方公共団体の地震防災訓練(図上型訓練)実施要領モデルの
作成に関する調査研究報告書(平成16年度)の概要･

震災等応急室

１

３

４
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消防団は、地域防災体制の中核的存在として地域の安心・

安全のため、大きな役割を果たしていますが、近年の社会環

境の変化等から、消防団員数の減少や消防団員の中高年齢

化・サラリーマン化等の様々な課題に直面しています。

こうした中、各地の消防団では、消防団員の確保ひいては

地域防災力の充実のため、様々な取り組みが行われており、

その事例を５月号に引き続き紹介します。

学生消防団員の採用

地域防災力を継続的に確保し、充実強化していくために

は、青年層の方々に消防団活動など消防防災への理解を深

めてもらい、将来の地域防災の担い手を育てていくことが必

要です。その一つの方策として、大学生や専門学校生の入

団促進が挙げられます。

大学生や専門学校生は、居住地や通学地が偏在し、在学

期間が１年から６年程度と短いことから、地域防災を担う

消防団にとって継続的な力となりにくい面はありますが、短

い期間であっても、彼らが消防団活動に参加して消防や地

域防災に関心を持つことは、卒業後、各地に就職した際に、

消防団活動などに参加し、地域防災の担い手となることな

どの波及効果が期待されます。

東京都23区内の消防団では、平成16年４月１日以降、大

学生の採用に積極的に取り組み、平成16年中に新たに学生

消防団員33人を採用しました。その概要を紹介します。

①　東京都23区内の消防団の概要

◇消防団員数（平成16年４月１日現在）
１万4,034人（全国：91万9,105人）

◇消防団員の平均年齢（平成16年４月１日現在）
48.8歳（全国：37.4歳）

◇東京都23区内の学生団員数の推移
平成16年４月１日、114人→平成16年12月31日、147人

②　学生消防団員採用の概要

東京消防庁では、現役大学生の消防団員をポスター、リー
フレットに起用して、青年層消防団員の入団募集を展開しま
した。
平成16年４月に社団法人日本私立大学連盟・東京都大学管

理本部・独立行政法人東京大学ほか５大学・社団法人日本
フードサービス協会に対し、文書にて協力依頼を行いました。
各消防署においても、平成16年４月以降に次のような取り

組みを行いました。

・管内の大学にポスター、リーフレットの掲示依頼
・新宿駅前の大型ビジョンで団員募集映像の放映
・コンビニ、ファミリーレストランなど管内の大学生等が集ま
る飲食店等にポスターの掲示、リーフレットの配付依頼

消防庁では、入団された皆さんのこれからの活躍を期待

するとともに、卒業後も消防団の経験を活かし、各地域で

消防団など地域防災の担い手の１人として活躍していただ

きたいと考えています。

また、全国各地の市町村においては、このような取り組

みなどを参考に、学生の入団について、前向きに取り組ん

でいただきますようお願いいたします。

消防庁では、消防団活動への理解促進及び消防団への参

加促進のため、対象ごとの参加促進パンフレット（リーフレ

ット）を作成しました。その一つとして、大学生・専門学

校生向けの同リーフレットを20万部作成し、昨年度に、都

道府県・市町村・消防本部・消防団に配布していますので

活用してください。（詳しくは、http://www.fdma.go.jp/

syobodan/policy/pdf/160812_r4.pdf をご覧ください。）

総務省消防庁作成のリーフレット 東京消防庁作成のリーフレット

新興住宅地からの消防団員の採用

近年、郊外に、サラリーマンの居住地として、新興住宅

地が建設される傾向が多く見られます。そのような住宅地域

は、既存コミュニティとの接点が少ない場合があり、消防団

活動など地域活動への理解不足などが懸念されているとこ

ろです。地域防災力の充実強化のためには、このような地

域の住民に消防団に参加していただくことが重要です。

また、消防団を充実強化し、地域の安全確保という消防

団の役割を果たしていくためには、地域に密着して生活し、

地域コミュニティの結びつきが強い女性の力が必須であり、

積極的に消防団への入団について働きかけていく必要があり

ます。

三重県名張市では、平成17年４月に新たに新興住宅地域

から男性消防団員26人と市内全域から女性消防団員20人を

採用しました。その概要を紹介します。

地域防災力の充実に向けた消防団の取組事例
消防課

１

２
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①　名張市消防団の概要

◇消防団員数（平成16年４月１日現在）
471人（全国：91万9,105人）
◇消防団員の平均年齢（平成16年４月１日現在）
32.7歳（全国：37.4歳）

②　新興住宅地域からの消防団員採用の経緯及び活動等

名張市の人口は昭和39年当時の約３万人から、新興住宅地
域の開発等により平成16年には８万5,000人を超えるに至りま
したが、消防団員は、古くから市内に居住している方々から
確保しており、新興住宅地域からの消防団員は皆無の状況で
した。
古くから住んでいる方々だけでは少子高齢化が進んで消防団

員の確保に苦慮している状況もあったことから、消防団員が皆
無な地域である新興住宅地域においても消防団員を確保する必
要があると考え、平成15年４月より、新興住宅地域の区長や
自治会長等へ説明会等を行い、消防団員の確保について理解
と協力をお願いしてきたところ、新たに消防団員26人の入団が
ありました。
新興住宅地域から入団した消防団員は、地元分団の班に入

り、他の消防団員と同様、災害時の出動や年次計画に基づく
訓練や諸行事で活動しています。

③　女性消防団員の採用の経緯及び活動等

名張市では、女性ならではのソフトな面を活かした消防団活
動を行うことで、より一層の防火・防災思想の普及が図れると
考え、新興住宅地域からの消防団員採用と同様に女性消防団
員の採用を決定しました。市内全域の区長や自治会に消防団
の現状や女性消防団員の必要性などを具体的に説明し、理解
と協力を得て女性消防団員20人の入団がありました。女性消
防団員は各分団へ配属せず、本団女性部として次の活動を予
定しています。
・一人暮らし高齢者宅、一般家庭の防火指導
・保育所、幼稚園等の防火指導や消防フェスティバルへの参加
・消火器の取扱い方法についての指導
・消防出初式・夏期訓練への参加および進行補助
・大規模災害時の後方支援
・応急手当指導員資格の取得と応急手当講習会の指導
・その他消防団長が必要と認める行事等に参加・出動

全国の消防団員数は年々減少していますが、全国で新興住

宅地域の消防団員の採用や女性消防団員の採用といった取組

が見られます。従来の枠にとらわれず、地域住民が消防団に

参加できる機会を多く設けて幅広く消防団員を募集し、地域

防災力の充実強化を推進していくことが期待されます。

団員OBの皆さんの活動環境整備のために

全国の各地域では、元消防団員（以下、「団員OB」という。）
の方が消防協力隊等として、災害現場等で消防団員のサポート
等で活躍している事例が多く見られます。
団員OBの皆さんが災害現場・訓練等で積極的に協力していた
だくことは、地域防災上、心強いことですが、協力活動中に負
傷した際、補償制度の適用が困難な場合も考えられます。
団員OBの皆さんが災害現場・訓練等で安心して活動していた
だくための一つの方策として、機能別団員（特定の活動のみに
参加する団員）としての身分を与えることが考えられます。平成
17年１月に通知した「消防団員の活動環境の整備について」に
おいて、機能別団員を紹介しております。
団員OBを採用する場合の機能別団員の参考例として、次のよ
うなものがあります。

（参考例１） 特定の災害等に出動するOB団員
団員のOBを特定の災害等だけに出動する団員として採用

する制度。昼間時間帯に災害に対応する団員を確保できない
消防団、大規模災害発生時に必要な団員を確保できない消防
団で効果的であり、団員のOBを採用することで知識・技術
を保有する団員の確保が可能である。
【対　　　象】団員の経験者（OB）
【役割・活動】特定の災害（大規模災害等には必ず出動）、行

事、訓練（入団時に設定）
【身　分　等】消防団員
【階　　　級】一定の階級に固定（昇任はなし）
【被　　　服】活動服のみを貸与
【要　　　件】一定以上の経験を有するか、一定以上の階級

にあり、災害活動に十分な知識・技術を保有
【処　　　遇】報　　酬　：出動時に日額報酬

出動手当 ：基本団員（既存の消防団員）と
同額を支給

公務災害 ：基本団員と同様に補償
退職報償金：団員は年限を継続して加算

一旦退団した団員は新規に年限を計算

（参考例２） 訓練の指導を行うOB団員
団員幹部のOBを消防団の訓練指導者として採用する制度。

団員の訓練指導者が少ない消防団、地域の防災訓練の指導
者が不足している消防団などで効果的であり、団員幹部の活
用により、効果的な訓練の実施が可能になる。
【対　　　象】団員の経験者（OB）
【役割・活動】消防団員及び地域住民の訓練指導（災害出動

は大規模災害限定）
【身　分　等】消防団員（本団もしくは分団付け）
【階　　　級】部長
【被　　　服】活動服のみ支給
【要　　　件】団員にあっては分団長以上（退団時）
【処　　　遇】報　　酬　：基本団員の部長よりも低額な年

額報酬
出動手当　：訓練手当の支給若しくは指導員

手当を設定
公務災害　：基本団員と同様に補償
退職報償金：団員は年限を継続して加算

一旦退団した団員は新規に年限を計算

なお、機能別団員の制度は、従来の消防団制度を基本に置い
た上に採用する制度です。つまり、昼夜間を問わず、全ての災
害、訓練に参加することができる消防団員が消防団の中心であ
ることを徹底した上で、補完的に採用する制度として採用して
ください。（詳細は、http://www.fdma.go.jp/html/new/
katudokankyo_t.pdfをご参照ください。）「女性消防団員・新興住宅地の男性団員入団式の様子」

（写真提供：名張市）
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「消防職員委員会の組織及び運営の基準」の
一部改正の概要 消防課

1 改正の概要

（１）委員会の開催に関する事項

委員会は、毎年度前半に１回開催することを常例とするとともに、必要に応じ、開催する旨を明記しま

した。

これは、委員会の意見を受けて消防長が具体的に処置するためには予算措置が必要となることが多いこと

から、次年度の予算編成作業を勘案し、年度前半に委員会が開催されることが望ましいという趣旨によるも

のです。

（２）職員への周知に関する事項

意見を提出した職員及び意見取りまとめ者に対し、委員会での審議結果及び当該結果に至った理由を通知

するとともに、職員全員に対し、委員会の消防長に対する意見を含めた審議概要を周知する旨を明記しま

した。

これは、委員会の審議の結果等を職員に対して示すことにより、委員会の公正性・透明性をより向上させ

るという趣旨によるものです。

（３）「意見取りまとめ者」に関する事項

以下の役割を果たす「意見取りまとめ者」を、職員推薦に基づき消防長が指名する旨を明記しました（原

則４人。任期は２年で連続２期まで再任可）。

① 職員の意見を取りまとめて委員会に提出する（ただし、職員は直接委員会に意見提出することもでき

る。）。

②　委員会に対し、提出意見に関する補足説明と、委員会制度の運用に関し意見を述べることができる。

③ 委員会は、提出意見を審議対象とするか否かの取り扱いについて、意見提出した職員及び意見取りま

とめ者に対し、委員会開催前に通知する。

これは、意見取りまとめ者が以上の機能を果たすことにより、より効果的かつ円滑な委員会の運営に資す

るという趣旨によるものです。

2 施行期日

平成17年８月１日

消防職員委員会（以下「委員会」という。）は、消防職員間の意思疎通を図るとともに、消防事務に職員の意見を反

映しやすくすることにより、職員の士気を高め、もって消防事務の円滑な運営に資することを目的として、平成８年に制

度が施行されました。

本年は本制度発足後10年目に当たります。消防庁では、これを契機にこれまでの委員会の取組みや運営方法についての

検証を行い、今回消防職員委員会の組織及び運営の基準（平成８年消防庁告示第５号）の一部改正を行いました。
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平成17年４月19日に消防庁では、東京湾北部を震源と

する南関東直下型地震（推定マグニチュード7.3）が発生し

たとの想定に基づき、地震災害対応図上訓練を実施しま

した。

概要は次のとおりです。

訓練参加者

訓練対象者：消防庁職員全員

（本庁、消防大学校、消防研究所）

訓練参加機関：総務省、消防関係団体

訓練協力機関：東京消防庁、千葉市消防局、

仙台市消防局

地震及び気象等の状況及び被害想定

（１）地震の発生状況

東京湾北部を震源とする南関東直下型地震の発生

（最大震度６強、推定Ｍ7.3、震源地 東京都江東区

沖、震源深さ約15㎞、早朝発災）

（２）気象条件

天候条件：晴れ（但し、風については南西の風が

強い（風速：15ｍ／sec））

（３）人的被害

①　死　　者 約１万2,300人

② 自力脱出困難者（建物倒壊及び火災による死者

を含む） 約４万3,000人

（４）建物被害 約85万5,000棟

（５）火災発生件数 約2,600件

主な想定事例

地下街火災、新幹線の脱線事故・集団救急搬送等、在

来線の脱線事故等、石油コンビナート火災、石油タンク

火災等、高速道路上での事故火災等、住宅地区の延焼拡

大阻止のためヘリによる空中消火活動の検討、消防庁舎

や市役所庁舎等の崩壊・損傷、病院の倒壊、その他多数

の延焼拡大火災

これまで消防庁においては、昨年度の度重なる風水害

や地震災害での実災害対応及び数々の図上訓練の実施に

より、初動対応における情報収集や班編成のあり方、消

防防災危機管理センターの配置など改善を図ってきたと

ころですが、今回の訓練によって、例えば情報整理に関

して、膨大な情報の中から幹部へ報告する情報の取捨選

択や地図により被災状況を把握するための方法の検討が

必要など、さらに改善を要する課題が得られたところであ

り、早速改善策の検討を始めたところです。

南関東直下型地震を想定した消防庁図上訓練の実施
震災等応急室

１

２

３

地震災害対応図上訓練
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1 はじめに

消防庁では、放火による火災が平成９年から７年

連続して出火原因の第１位となっていること及び昨年

12月13日に発生したドン･キホーテ浦和花月店火災以

後、量販店等で相次いで放火・不審火が発生してい

ることを踏まえ、放火火災防止対策の一環として、

今後普及が見込まれている「放火監視センサーを用

いた放火監視機器」について、技術上のガイドライン

を策定しました。

2 ガイドラインの概要

（1）放火監視機器の性能及び機能について

ガイドラインでは、放火監視機器に、火災に至

る前の極小火源により生ずる炎が発する紫外線又

は赤外線を検出することが可能な放火監視セン

サーを用いることにより、放火時に使用される可能

性が高い３センチ程度のライターの炎を発見するこ

とができる性能を求めています。

また、放火を従業員詰め所に知らせるための機

能や放火を覚知し撮影を行う監視カメラなどの機

能を備えた放火監視機器についても、対象として

います。

（2）設置方法について

設置方法については、放火監視機器の設置場所

近辺に取り付けられている照明器具や暖房器具等

から発生している紫外線や赤外線等により誤作動

しないことや、水蒸気、結露等の発生しやすい場

所など放火監視センサーの機能を阻害するおそれの

ない場所に設置することを規定しています。

また、屋外に設ける場合にあっては、防水等の措

置を講じた屋外型のものを設置すること、日光等の

影響を受けない位置に設けることなど適当な処置を

講じる必要があることについて規定しています。

（3）設置時の試験及び点検について

放火監視場所又は放火監視機器の近くにおいて

ライター等を着火し、放火監視機器が、放火警報

を発することや、放火監視場所付近において照明

器具等を点灯した場合に、放火警報等を発しない

ことを確認することを規定しています。

また、点検については、通電表示灯を有するも

のにあっては、表示灯が点灯していることや放火監

視機器のセンサーの受光面が汚れていないかどうか

を確認することなどについて規定しています。

3 放火火災の低減に向けて

今般策定を行った放火監視センサーを用いた放火

監視機器に係る技術上のガイドラインの活用が行わ

れ、住宅街や繁華街のごみ集積場及び可燃物が多く

死角となる場所が多い量販店などにガイドラインに基

づいた放火監視機器が設置されることにより、放火火

災の低減につながることが期待されます。また、防火

対象物の実態に応じて、監視カメラ・携帯電話等と

組み合わせて使用することも有効です。

放火監視センサーを用いた放火監視機器
に係る技術上のガイドラインの策定

予防課

放火監視機器の例（監視カメラ内蔵型）

放火監視機器
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消防庁では、平成12年度からミレニアム・プロジェクトの一環として、消火器及び防炎物品のリサイクルにつ

いて検討を進めてきました。消火器や防炎物品は火災の危険から身を守るため、火災による被害を最小限に抑

えるためになくてはならないものですが、一方で処理困難廃棄物という一面を持っており、リサイクル・リユー

ス技術の確立が求められていました。

今般、「消火器・防炎物品リサイクル推進委員会」での５年間にわたる検討を終え、その報告書が「消火

器・防炎物品のリサイクルの推進について」として取りまとめられました。

1 消火器のリサイクル

●ミレニアム・プロジェクトにおける目標値は、

「60％以上のリサイクル・リユース率を実現するた

めの技術の確立」とされていましたが、従来から行

われていた消火器本体のリサイクルに加え、粉末

（ＡＢＣ）消火薬剤（以下「消火薬剤」という。）や

細部の部品についても再利用するための技術や体制

が整ったことから、目標を大きく上回るほぼ100％

のリサイクル・リユースが可能となりました。

●不用となった消火薬剤については、これまで埋立処

分されていましたが、再生消火薬剤として再利用

するための技術が確立されたのをはじめ、制度上の

整備（消火器用消火薬剤の検定細則の一部改定：

日本消防検定協会）が行われたことにより、再生消

火薬剤を用いた消火器の開発・生産が進みました。

●再生消火薬剤を40％以上含み、かつ、鉛・カドミ

ウム等の重金属が構成成分として添加されていない

など、一定の条件を満たした消火器はエコマーク付

き消火器として認定されることとなりました。今後、

より一層の普及が期待されます。

2 防炎物品のリサイクル

●これまで埋立又は焼却処分されていた廃防炎物品

について、木屑及び廃プラスチックと混合して処理

する技術開発を進め、木質系の再生建材（建設現

場で使用されるコンクリート型枠等）として再利用

するためのマテリアルリサイクルの技術を確立しま

した。

●コンクリート型枠に、廃防炎物品を用いた再生建

材を使用すると、通常の木材からコンクリート型枠

を製造する場合と比較して、二酸化炭素排出量を

約１/２に削減（ＬＣＡ※評価結果）することができ

ました。今後はこの技術を用いた早期の事業化が

望まれています。

消火器・防炎物品の適切なリサイクル
に向けた取り組みの推進

予防課

エコマーク付き消火器
エコマーク

※エコマークは（財）日本環境協会の登録商標です。

※ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）とは、製
品製造、流通、販売、廃棄（リサイクルを含む）
までの一連の工程について、環境影響を客観的
に分析・評価する手法のことです。
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集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の避

難支援に関しては、平成16年７月梅雨前線豪雨によ

る被害を踏まえ、平成16年７月26日の「平成16年７

月梅雨前線豪雨災害対策関係省庁局長会議」におい

て、避難勧告・指示、待避行動マニュアルの整備及

び高齢者等災害時要援護者の避難支援ガイドライン

の策定に速やかに着手することとされました。

これを受け、消防庁をはじめ、関係府省が協力し

て、有識者を含めた「集中豪雨時等における情報伝

達及び高齢者の避難支援に関する検討会」において

検討を進め、平成17年３月28日に検討報告をとりま

とめました。

同報告において、「避難勧告等の判断・伝達マニュ

アル作成ガイドライン」が示されたことから、消防庁

では、３月31日付けの消防庁次長通知（内閣府政策

統括官との連名）により、各都道府県知事に対して、

ガイドラインを踏まえた避難勧告等の判断基準・伝

達マニュアルの作成推進、地域防災計画への反映を

要請しているところです。

避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成
ガイドラインの取りまとめ

防災課

　　 　 　 　　

・避難すべき区域
・避難勧告等の発令の判
断基準（具体的な考え方）
・避難勧告等の伝達　等

　

　

集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の
避難支援に関する検討報告

新潟県等に対する現地調査を実施の上、10/7に第１回会議開催後、3/28まで７回
会議開催。その間、先進的な自治体、障害者団体等との意見交換等も実施

検 討 報　告 （3/28策定）

避難勧告等の判断・
伝達マニュアル作
成ガイドライン

避難準備（要援護者避難）情報

避難勧告等の判断・伝達マニュアル

災害時要援護者支援班

避難支援プラン

第１　避難勧告等の発令・伝達
○　 の創設
○　避難勧告、避難指示等の意味合いの明確化・標準化
○　 の作成
第２　災害時要援護者等の避難支援
○　「 」の設置等による避難支援体制の整備
○　同意方式、手上げ方式、共有情報方式による災害時要援護者情報の共有
○　一人ひとりの災害時要援護者に避難支援者を定めた「 」の策定
第３　併せて講じていくべき対策
○　防災・危機管理研修・訓練を受講する仕組みの構築による首長・職員・住民の
　危機管理意識の醸成
○　気象官署、河川管理者と市町村との間で、ホットライン等を通じた相互の情報
　交換　　　
○　数値予報等の予測技術の開発等による気象情報、河川の水位情報等の精度
　向上　
○　災害時要援護者の特性に配慮した避難所運営等、避難場所対策の整備　等　

モデル的な取組みを実施
しつつ、市町村の取組促
進のための環境づくり

モデル的な取組みを実施
しつつ、市町村の取組促
進のための環境づくり更なる検討

残された検討課題
・福祉関係者との連携のあり
方、避難所運営等の災害時
要援護者の支援全般
・標準的な危機管理体制モ
デル 等　

災害時要援護者の避
難支援ガイドライン

課題１　情報伝達体制の整備
課題２　災害時要援護者情報
の共有
課題３　災害時要援護者の避
難支援計画の具体化

＜洪水＞　
○○川（洪水予報指定河川）

避難準備

避難勧告

避難指示 堤防決壊、危険水位到達、・・

○時間後に危険水位到達、・・
△時間後に危険水位到達、・・

避難勧告等想
定対象区域

□□□
□□□
□□□
□□□
□□□
□□□

避難勧告等の判断・伝達マニュアル
作成ガイドラインの概要

集中豪雨時等における情報伝達及び
高齢者等の避難支援に関する検討会避難勧告等の判断・伝達マニュアル

＜各市町村が作成＞

水害、高潮災害、土砂災害
※　津波は、市町村にお
ける津波避難計画等に
おいて整備

対象とする災害及び警戒すべき区間・箇所（破堤が想定される箇所等）

避難すべき区域

浸水深や破堤氾濫の破壊力、土石流の到達範囲等を考慮
して、避難勧告等の想定対象区域をあらかじめ特定

避難勧告等の発令の判断基準（具体的な考え方）

どのような状態になれば住民が避
難を開始する必要があるかをあら
かじめ確認し、関係機関から提供
される情報、自ら収集する情報等
を基に避難勧告等の発令の判断
基準（具体的な考え方）を整理

避難勧告等の伝達

災害時は気象官署等と
ホットライン等を通じて
情報交換等をしつつ、
総合的に判断

本ガイドラインを基に、市町村は上記マニュアルを作成することが必要。国は、都道府
県とともにモデル的な取組み等を実施しつつ、市町村等のマニュアル作成を促進する
環境づくりに取り組むことが必要
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平成16年10月に設置された「集中豪雨時等におけ

る情報伝達及び高齢者の避難支援に関する検討会」

では、消防庁をはじめ関係府省、有識者による検討

を進め、平成17年３月28日に検討報告をとりまとめ

ました。

同報告において、「災害時要援護者の避難支援ガイ

ドライン」が示されたことから、消防庁では、３月31

日付けの消防庁次長通知（内閣府政策統括官との連

名）により、各都道府県知事に対して、ガイドライ

ンを踏まえた避難支援プラン

の作成推進、地域防災計画へ

の反映を要請しているところ

です。

「災害時要援護者の避難支

援ガイドライン」においては、

「情報伝達体制の整備」、「災

害時要援護者情報の共有」、

「災害時要援護者の避難支援

計画の具体化」を課題として

検討しているほか、例えば以

下のような地域における取組

事例の紹介も行っています。

・ 高知県土佐清水市におい

て、自主防災会、消防団員、

警察署員、市職員の４者で

地区内の一人暮らしの高齢

者宅等を訪問し、日頃の生

活実態の調査と関係者間で

の情報共有を図っている事

例。

・ 大阪府藤井寺市において、

市福祉部局で災害時要援護者としての支援希望者

からの申請をもとに、災害時要援護者の台帳を作

成し、市防災部局や消防本部と情報の共有を図っ

ている事例。

消防庁では、今後、地方公共団体において本ガイ

ドラインの趣旨を踏まえ、防災部局と福祉部局の情

報共有を進めるとともに、アクションプログラムを作

ることにより避難プラン作成を円滑に進め、適切な防

災対策が推進されるよう要請・支援してまいります。

災害時要援護者の避難支援
ガイドラインの取りまとめ

防災課

避難準備（要援護者避難）情報
災害時要援護者支援班

同意方式、手上げ方式、共有情報方式の組み合わせ

避難支援プラン

、

今後、国はモデル的な取組みを実施しつつ、市町村等の避難支援プランへの
取組みを促進する環境づくりに取り組んでいくことが必要

災害時要援護者の避難支援ガイドラインの概要
集中豪雨時等における情報伝達及び
高齢者等の避難支援に関する検討会

課題１　情報伝達体制の整備

課題２　災害時要援護者情報の共有

課題３　災害時要援護者の避難支援計画の具体化

＜対策＞
・ による
災害時要援護者情報の収集・共有。要援護者本人から同意を
得た避難支援者間での平時からの情報共有　等

＜対策＞
・ の発令
・市町村における の設置
・防災関係部局・福祉関係部局、自主防災組織、福祉
関係者の連携強化　等

＜対策＞
・災害時要援護者一人ひとりの避難支援者を定めた

の策定　等

豊田市、安城市、御殿場市等、
先進的な取組事例も紹介

避難支援プラン（イメージ）
○○市長殿
私は、災害時要援護者登録制度の趣旨に賛同し、同制度に登録することを希望し
ます。また、私が届け出た下記個人情報を市が自主防災組織、民生委員、社会福祉
協議会、在宅介護支援センター、消防署、警察署に提出することを承諾します。

自治
区名

民生
委員

TEL
FAX

災害時要援護者 ＜高齢要介護者・一人暮らし高齢者・障害者・その他（ ）＞

住所

氏名 （男・女）

TEL

生年
月日

緊急時の家族等の連絡先

住所氏名 続柄（ ） TEL

居住建物
の構造

普段いる部屋

寝室の位置

家族構成・同居状況等

妻と二人の老夫婦世帯。長男・次女
はいずれも結婚して県外に居住・・・。

木造二階建て 昭和○年着工。

氏名 続柄（ ） 住所 TEL

特記事項
要介護度４で一人では歩行が困難。人工透析を受けている。聴覚障害もあり、手話
通訳が必要

住所氏名 続柄（ ） TEL

氏名 続柄（ ） 住所 TEL

緊急通報システム （あり・なし）

避難支援者

災害時要援護者
支援班（イメージ）

福祉担当
部課長

福祉担
当者

防災担
当者

社会福祉
協議会等

平時

災害時は福祉部課長・者等
で構成。避難準備（要援護者
避難）情報の伝達、避難誘導
等を実施
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消防庁では、平成16年11月から、「防災のための図

記号に関する調査検討委員会」を開催し、津波関係

の避難標識の図案、設置条件等の検討を行いました。

この委員会の目的は、これまで、地方公共団体の

取り組みに委ねられてきた津波避難標識の標準化を

図り、地域住民はもとより、旅行者、観光客、外国

人にも分かりやすい情報伝達を可能にすること、標準

図記号が示されることにより地方公共団体による標識

の設置が促進されることにあります。

当委員会では、津波避難に係る標準的図記号とし

て、「津波注意」、「津波避難場所」、「津波避難ビル」

の３種類の図記号を定め、検討結果を防災のための

図記号に関する調査検討委員会報告書として取りま

とめられました。これを受け消防庁では、これらの３

図記号を「津波に関する統一標識」と決定しました。

消防庁においては、この統一標識の日本工業規格

（ＪＩＳ）化に向けて努力するとともに、今後、地方

公共団体が津波避難標識を整備する際に、統一標識

を使用するよう依頼したところであり、さらに、国際

的な津波防災対策の重要性が叫ばれる中で、国際標

準化機構（ＩＳＯ）規格化に向けても提案を行ったと

ころです。

報告書の概要

1．津波避難標識の策定

津波は、地震による海底の上下運動が原因で海面

に凹凸が生じた結果生じる波動現象で、海水全体が

動くため、海上を吹く風などによって生じる波（うね

り）とは比べようもないエネルギーを持っています。ま

た、波の周期も、通常の波が数メートルに比べ数キロ

から数百キロと大変長く、従って波頭がいくつもでき

るものではなく、また海底が浅くなるにつれ波高が高

くなる特性があります。これらの特徴をわかりやすく

表現するため、「大きく巻き込む波」と「高低差を強

調した波」の２案を作成し、どちらが適切に津波を

表現しているかを委員会で検討しました。

一方、人の図形については、「避難場所及び非常口

で既に使用されている人の形」を用いる方法と、「Ｊ

ＩＳ案内用図記号全般で使用されている人の形」を

用いる方法の２種類を委員会で検討しました。

津波関連避難標識の具体的なデザインは、ＩＳＯ

及びＪＩＳで定める図記号原則により、津波注意図

記号は、「注意を示す基本形状の黄色の三角形の中に、

具体的な注意事項である津波の図材を黒色で図示」、

避難場所図記号は「避難場所及び非常口で避難を示

す図材として周知された緑色の人の形と津波の図材

の組み合わせ」を候補図形・図材として選定するこ

ととしました。

このように選定された図記号が多数の支持を得て統

一的に使われるためには、何よりも見やすく分かりや

すい図形であることが求められるとともに、造形水準

が高いことが条件となります。

上記の津波注意図記号の２種類と、避難場所図記

号の２種類の組み合わせにより、津波注意、津波避

難場所及び津波避難ビルを示す８種類、計10種類の

図記号原案を作成しました。

2．津波避難図記号の理解度・視認性調査の実施

津波避難標識のＪＩＳ化に向けて、図記号原案の

一般国民による評価を客観的に把握し、さらに必要

な補正方針を探るために、理解度及び視認性に関す

る調査を行いました。

調査は、全国35万人の予め登録されたモニターか

ら対象を年代別に無作為抽出して実施するインター

ネットによるウェブ・アンケートにより行い、比較対

防災のための図記号に関する調査検討
委員会報告書の概要

防災課
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象グループとして、高齢者や障害者等の特定のカテゴ

リーに属する方々を対象に印刷物による郵送アンケー

トを実施しました。この調査は、＜ＪＩＳ Ｓ0102－

2000 消費者警告図記号－試験の手順＞ を準用し、

ＪＩＳ案内用図記号策定時と同様、状況に併せて部

分的に変更して行い、796名から回答を得ました。

●調査結果の分析

Ⅰ．調査の総合評価

初回調査及び追加調査を経て、津波避難標識の

理解度及び視認性の調査結果は、以下のような結

論を得ました。

ア．津波避難標識

沿岸部において、「波」に「注意」するという図

記号の意図は十分伝達されていることから、委員

会検討案を決定図記号とし、今後は文字情報を添

え「津波注意」の図記号として啓発し、普及を図

る。

⁄ 津波の脅威を表現するためには、波のデザ

インは大きい方がよい。

¤ 海水全体が動き、周期が長いという津波の

特徴を正確に表現するため、波の下部は枠に

接しているべきであり、また波の後部は左枠に

接しているべきである。

イ．津波避難場所

図記号の意図は十分に伝わることが確認できた

ことから、ＩＳＯ対応案を決定図記号とする。た

だし、電子機器のディスプレイ上では、画面に再現

された大きさで、12ミリ以上の使用を推奨する。

ウ．津波避難ビル

図記号の意図は十分に伝わることが確認できた

ことから、ＩＳＯ対応案を決定図記号とする。た

だし、電子機器のディスプレイ上では、画面に再現

された大きさで、12ミリ以上の使用を推奨する。

以上の検討を経て、委員会では次の３点【別図】の

図記号を津波に関する統一標識として定めました。

【別図】

●津波注意

・図記号の意味

地震が起きた場合、津波が来襲する危険のある地域を示す。

・図記号の目的

当該地域が津波による被害を被る危険がある地域である

ことを認識させ、地震発生時には直ちに当該地域から内

陸部、高台に避難させる。

●津波避難場所

・図記号の意味

津波に対して安全な避難場所・高台を示す。

・図記号の目的

津波からの避難先となる安全な場所や高台を示すととも

に、地震発生時には、そうした避難場所へ向かわせるも

の。

●津波避難ビル

・図記号の意味

津波に対して安全な避難ビルを示す。

・図記号の目的

津波からの避難に際し、近くに高台がない場合、津波か

らの避難が可能な鉄筋コンクリート造３階建のビルを示

すとともに、地震発生時には、避難ビルへ向かわせるもの。
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総務省消防庁では、市町村における火災警報の効

果的な発令のために、平成16年度から消防庁と気象

庁と共同で、４県において試行を始めた「火災気象

連携システム」を全国に広げることができないか、ま

た、林野火災予防対策の実態を把握するなかで人的

失火防止策を推進できないかという課題認識を踏ま

え、平成16年10月以降、関係省庁、林野火災多発地

方公共団体、全国消防長会等で構成する「林野火災

の有効な低減方策検討会」を開催し、林野火災の主

な原因である人的失火を抑制し、林野火災を低減さ

せる方策を検討し、報告書を取りまとめました。

本検討会の報告書のポイントは次のとおりですが、

本報告書を参考として、積極的に林野火災の低減に

取り組むことが望まれます。

●林野火災の有効な低減方策検討会報告書のポイント
１　火災気象通報のあり方
火災気象通報は、都道府県単位あるいは気象庁の一次

細分区域で発表しているところが多く、必ずしも都道府

県内の気象条件の違いが反映されているとは言い難い状

況にあり、市町村（消防本部）では、火災気象通報に基づ

いて火災警報を発令し、地域の警戒体制をとることは難

しく、多くの消防本部が火災気象通報の細分化を希望し

ている状況にある。
１）地域の細分化

消防庁と気象庁が協力して検討を進め、現在４県（岩

手・栃木・山口・熊本）を対象に試行を行っており、消防

本部で観測する気象データを気象台へ提供することによっ

て、気象庁の二次細分区域等、よりきめ細かなかたちでの

火災気象通報が可能となります。この試行を踏まえて、今

後、消防庁及び気象庁では、①消防本部での運用を考慮し

た最適な通報区分の検討、②実効湿度・最小湿度・最大風

速など気象台からの情報提供の充実、③消防本部における

気象観測機器の整備と検定の推進などが検討されることが

期待されます。

２）適切な発表と解除

地域住民等の活動パターンを考慮し、できれば前夜、遅

くても当日早朝に火災気象通報を発表し、消防本部等にお

いて警戒や広報が行えるよう、今後消防本部から気象台へ

の観測データの提供頻度を増やしたり、観測データを随時提

供できるようなシステムの自動化の検討などを進めること

が、効果的です。

３）段階別の発表

今後、都道府県と気象台で連携しながら、気象要素によ

る火災危険度を検討し、段階別の火災気象通報を行うため

の基準づくりをするか、あるいは火災危険度を付加した情報

を提供するかなど、市町村が火災警報や火災注意報の発令

を含めた火災予防対策を実施するうえで、最適な方法を採

用することが望まれます。

２　火の使用制限
市町村（消防本部）では、火災気象通報の地域細分化を

通じてより精度の高い火災気象通報及び支援情報が得ら

れるようになることから、これを十分に活用した火災警戒

体制（火災警報の発令体制）を整備する必要があります。

つまり、湿度の低下や強風が予想され、林野火災の発

生・拡大の危険性が高い場合は、火災気象通報を受けた

市町村は、原則的に火災警報を発令し、火の使用を制限

することになります。
１）たき火の制限

湿度の低下に加えて強風が予想されるような場合には、

火災警報を発令し、条例に従ってたき火禁止の徹底を図り

ます。

２）たばこの制限

たばこによる出火防止対策を条例等で講じている場合を

除き、火災警報発令時には一定条件のもと喫煙を制限し、

出火防止を図ることが必要です。禁煙の実効性を担保する

ため、規制の位置付けを明確にして住民に分かりやすく示す

とともに、予め設定した出火危険及び延焼危険が高い区域、

あるいは消防活動が困難な区域に限定して火災警報発令の

際、喫煙を禁止することが望ましいといえます。そのため、

「山林、原野等の中で、特に火災の危険性が高いとして、あ

らかじめ市町村長が指定した区域内において喫煙をしないこ

と」という趣旨で各自治体の条例に位置付けられるよう、

火災予防条例（例）を改正することが有効です。

３）火入れの制限

火入れには届け出が必要であり、基本的に火災警報（ある

いは火災気象通報や乾燥注意報）が発令されているときに許

可されることはありませんが、地域住民等に対し届け出につ

いて周知徹底しておく必要があります。

３　林野火災予防の啓発
日頃から林野火災予防に関わる広報・啓発を継続的に

実施し、地域住民や入山者等の防火意識を高めておくこ

とが不可欠となります。啓発にあたっては、防火看板・

ポスター、広報紙・パンフレット・チラシ、自治体のホー

ムページ、マスメディアを利用するほか、学校教育に林野

火災予防に関わる内容を取り入れたり、地域住民や林業

関係者を対象とした防火講習会を実施します。近年増加

している入山者に対しては、山岳団体や山岳雑誌等を利

用した啓発が有効であり、また山火事が発生した市町村

で構成される「山の緑を守るネットワーク協議会」の加

入市町村の拡充を図り、全国的に林野火災に対する防火

思想を広めていくことが必要です。

林野火災の有効な低減方策検討会報告書の概要
防災課
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地下鉄サリン事件から10年目となりますが、近年

においても平成16年３月のスペインにおける列車爆破

テロ、９月にはロシアにおける武装勢力による学校占

拠事件等、世界各地でテロ事案が発生しております。

このように、世界的にテロの脅威が高まる中、これ

まで消防庁において、化学災害（毒・劇物等）に係る

消防活動マニュアル（平成14年３月）、生物・化学

剤テロ災害に伴う消防機関が行う除染活動マニュア

ル（平成16年３月）等の活動マニュアルの作成をし

てきました。

これらの過去のマニュアル作成を踏まえ、ＮＢＣに

よるテロや災害についての最新の情報、また、広く海

外・国内の関連文献を参考に、この度、現場の隊員

が具体的に活動できるようにすることを目的に、「生

物・化学テロ災害時における消防機関が行う活動マ

ニュアル」、「原子力施設等における除染等消防活動

要領」を作成しました。

ＮＢＣマニュアルの作成
救急救助課／特殊災害室

1「生物・化学テロ災害時における消防機関が
行う活動マニュアル」より抜粋

「化学テロ災害時における消防指令室の対応フローチャート」

2「原子力施設等における除染等消防活動要領」
より抜粋
「原子力施設等における除染活動フローチャート」

119番通報 
多数傷病者発生の通報内容 

119番通報内容から  
①多数の人が集まる場所（駅、繁華街、遊園地、
　大規模ビル、空港等）。 
②多数の人が倒れていたり、気分の悪さを訴えて 
　いる。  
①、②の通報内容があった場合には、通常の救急
出動で対応するのではなく、万が一を考慮して化
学テロの可能性の疑いがある出動体制を図る。 
例として 
化学テロの疑いがある出動とは、通常の多数傷
病者に対応した部隊数＋化学剤に対して防護措
置を備えている直近の部隊を出動させること 

119番通報内容から  
多数傷病者の発生
した理由が明らか
で化学テロ災害の
疑いがない場合に
は通常の出場体制 
例えば 
・駅構内における 
　列車脱線事故。 
・繁華街における 
　バス等による 
　交通事故。 

通報者からの追加聴取及び出動部隊からの情報にて 
①多数傷病者の症状が目、鼻、喉等の異状を訴えて
　いる。 
②多数傷病者発生場所付近での異臭、動植物の異 
　常な死体・枯死。 
③化学剤散布等について目撃した者若しくは目撃証言。 
④その他、犯人が予告したテロ行為を実行、不審なビ
　ニール袋、ビン、散布機等の確認ができる、何者か
　が散布した等。 
以上の①～④のいずれかに該当する情報を入手した
場合には、化学テロ災害を想定した出動指令を命じる。 

化学テロ災害の疑いがない 
ことがはっきりしている 

化学テロ災害発生時の消防指令室の対応 

・指令室は多数傷病者
発生の通報を受信し
た場合は化学テロを
疑い聴取する。 
・同じ場所から複数の
通報を受信した場合
は、いたずら電話で
はなく実際に多数傷
病者が発生している
可能性が高い。 

※追加情報の収集の手段と
して通報者と通話を繋い
でおき逐次情報収集にあ
たることを推奨する 

通報者及び出動部隊から
情報を入手する 

化学テロ災害の疑い
のない多数傷病者に
対応した出動指令 

早期に化学テロ
災害を想定した
出場指令 

多数傷病者
の発生原因が 
はっきりしない 

出動 

原因を通報者 
より聴取 

通報者に対して口頭指導 
①必ず現場に出動した消防機関と接触するよう
　指導。 
②周りの人に口鼻をハンカチ等で覆って、建物
　内では屋外で、屋外では発生場所の風上に
　向かって（分かり易く）避難するよう指導する。 

汚染なし 
又は３回洗浄後 

拭き取り又は洗浄〔拭き取りを優先〕 
自力歩行困難者〔除染隊員〕 
自力歩行可能者〔自力〕 

搬送トリアージ 
（内部被ばくの
可能性を考慮） 

※不明な場合は、汚染して
いるものとして扱う 

汚染検査の結果、体表面汚染が認められた場合 

脱　衣 

汚染拡大防止措置 

医療機関搬送 

使用資機材の除染 

隊員の除染 

汚染物の処理 

救命措置の緊急性 

体表面汚染の測定 

体表面汚染の測定 

Yes

No
汚染なし 

汚染あり 

汚染あり 

3回を限度 

・完全除染は関係機関に引き継ぐ 
・医師への情報提供 

（
活
動
終
了
後
） 
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本年３月30日に開催された中央防災会議において、「平

成17年度総合防災訓練大綱」が決定されました。

大綱では、これまでの防災訓練の成果を踏まえ、引き続

き実践的な防災訓練を実施する必要があるとの観点から、

① 訓練の準備段階から、各省庁において具体的な災害

応急活動計画を点検する。

② 政府災害対策本部と各省庁が連動した実践的訓練を

実施する。

③ 訓練の結果を評価し、実践的な応急対策の要領や災

害ごとのアクションプラン等の整備に反映する。

という訓練サイクルを毎年繰り返すことにより、政府組

織全体として、防災組織体制の機能を確認し、実効性を

検証することとしています。

政府では、大綱に基づき、平成17年度は、９月１日の

「防災の日」に首都直下地震を想定し、内閣総理大臣をは

じめ全閣僚が参加しての政府本部運営訓練のほか、現地

訓練として八都県市合同防災訓練と連携し、大規模かつ

広域的な地震災害応急対策訓練を実施することとしてい

ます。この訓練は、新たに策定した被害想定に基づく広域

的な地震災害応急対策訓練を消防庁、警察庁、海上保安

庁及び陸・海・空の統合運用の自衛隊による大規模な広

域災害応急対応訓練として実施されます。また、同日に東

海地震を想定し、静岡県総合防災訓練に連携して実施す

ることとし、さらに、10月に東南海・南海地震にかかる訓

練を近畿府県合同防災訓練に連携して実施、また７月に

は昨年のスマトラ島沖地震及びインド洋津波災害を踏ま

え、国土交通省が計画を作成し、和歌山県内の沿岸にお

いて、国、和歌山県等地方公共団体、指定公共機関等が

協力した地震津波防災・災害応急対策訓練を実施します。

水害対処訓練として昨年発生した新潟・福島豪雨災害、

台風第23号水害を踏まえ、豪雨により大河川堤防が破堤

し、大規模な浸水被害が発生することを想定した図上訓練

を関係省庁連携して官邸危機管理センターで実施すること

とし、11月上旬には原子力発電所の事故を想定して、文

部科学省及び経済産業省が共同で計画を作成し、内閣総

理大臣をはじめとする関係閣僚が参加して、原子力災害を

想定した原子力防災訓練を実施することとしています。

平成17年度総合防災訓練大綱の骨子

１　防災訓練の目的

・防災組織体制の機能確認、実効性の検証

・国民の防災意識の高揚と知識の向上

・防災担当者の研鑽・啓発

２　防災訓練実施に当たっての基本方針

・実践的、効果的な訓練の推進と訓練の評価

・国の積極的訓練支援等

・広報の充実と国民参加型訓練の工夫・充実

・年度を通じた計画的訓練の推進

３　政府における総合防災訓練等

・首都直下地震に係る訓練
\ 内閣総理大臣、全閣僚が参加しての政府本部運営訓練

として

政府本部運営訓練 情報収集・伝達に関する訓練

広報にかかる訓練
\ 現地訓練として

八都県市合同防災訓練に連携した訓練

広域地震災害応急対策訓練

広域医療搬送訓練

政府調査団の派遣

・東海地震に係る訓練
\ 政府と関係地方公共団体と連携した訓練

地震防災応急対策訓練

情報の収集・伝達・処理に関する訓練

広報に関する訓練
\ 現地訓練として

現地本部運営訓練

地震災害応急対策訓練

政府調査団の派遣

・東南海・南海地震に係る訓練

・津波防災総合訓練

・浸水被害を想定した水害対処訓練

・原子力災害を想定した訓練

・その他各種災害を想定した訓練

４　地方公共団体等における防災訓練等

・地域の実情に応じた訓練

・住民が防災を考える機会の提供

・地域住民等の連携による自主的な防災訓練の普及推進

・防災知識の普及と災害に強いまちづくりの推進

・ボランティア等との可能な連携

・平成16年７月の梅雨前線豪雨、一連の台風等における高齢

者等の被災状況を踏まえた訓練

平成17年度総合防災訓練大綱
震災等応急室
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平成16年４月に緊急消防援助隊は消防組織法上の位置付けが明確化されました。これに伴い、消防庁においても発災

後、直ちに消防庁職員を早期に現地へ派遣して被害状況等を把握し、緊急消防援助隊の部隊運用を効率的に行うために、

緊急車両の導入が必要不可欠となりました。消防庁では、指揮車及び人員搬送車の運用を４月から開始、被災地等で多

岐にわたる活躍が期待されます。

指揮車は、災害が発生した場合等において、消防の応援に関する指導・助言、現地での情報収集・伝達が必要と認め

られるときに出動します。

人員搬送車は、災害が発生した場合等において、速やかに消防庁職員を現場に派遣する必要が認められるとき、現場

職員の長期間の活動支援が必要と認められるときに出動します。

消防庁指揮車・人員搬送車導入、運用開始
震災等応急室



22 消防の動き

消防庁では、地方公共団体、全国消防長会及び（財）全国

危険物安全協会と共催で毎年６月の第２週を「危険物安

全週間」とし、危険物関係事業所に対して保安の確保を

呼びかけるとともに、広く国民の方々に対して危険物に対

する理解を深めていただくよう啓発に努めています。

平成17年度は６月５日（日）から６月11日（土）を危険物

安全週間とし、一般から募集した推進標語、各界で活躍

される著名人をモデルとした推進ポスター及び危険物事故

防止対策論文等を活用することにより広く浸透を図ること

としています。

●平成17年度危険物安全週間推進標語

（応募数１万3,820作品）

「危険物　重ねる無事故の 金メダル」

●平成17年度危険物安全週間推進ポスター

モデル 野口　みずき さん（女子マラソン）

●平成17年度（第4回）危険物事故防止対策論文

（応募数28編）

消防庁長官賞（2編）

受賞者 川崎市消防局　森
もり

新一
しんいち

論文名 「屋外タンク貯蔵所の開放時における火災の原因

解析」

～「Safety & Tomorrow」を読んで～

受賞者 飯吉
いいよし

理
つとむ

論文名 「鹿島製鉄所における危険物事故防止対策につ

いて」

危険物保安技術協会理事長賞（2編）

受賞者 独立行政法人消防研究所　寥
りょう

赤虹
せきこう

論文名 「窒素分離膜を利用した破砕機の安全対策技術」

受賞者 東洋スチレン㈱　赤
あか

間
ま

正春
まさはる

作品名 「職場の安全対策」

奨励賞（3編）

受賞者 名古屋市消防局　内
うち

田
だ

学
まなぶ

論文名 「ストップザ危険物事故」

～消防・業界団体・市民のパートナーシップに

より～

受賞者 フジ運輸㈱　末吉
すえよし

保廣
やすひろ

論文名 「事故防止は角度を変えて見て知ろう」

受賞者 白島石油備蓄㈱　平川
ひらかわ

仁
ひと

士
し

論文名 「現場力向上に向けて」

（敬称略）

平成17年度「危険物安全週間」の推進
～危険物安全週間推進標語、推進ポスター、危険物事故防止対策論文～

危険物保安室

平成17年度危険物安全週間推進ポスター



「消防の動き４月号」で第３回緊急消防援助隊全国合

同訓練の概要についてお知らせしましたが、詳細が決まり

ましたのでお知らせします。

１　目　的
「東海地震における緊急消防援助隊アクションプラ

ン」に基づく参集訓練及び東海地震を想定した実践的

な総合訓練を実施し、緊急消防援助隊の参集及び活動

体制について総合的に検証し、より迅速な参集体制の

確立及び連携活動能力の向上を図る。

２　訓練想定
平成17年６月10日（金）午前７時00分、駿河湾トラフ

を震源とする「東海地震」が突発的に発生し、静岡県

においては震度６強を観測した。

３　日　　時
平成17年６月10日（金） 7時00分から

６月11日（土） 12時00分まで

４　場　　所
静岡県静岡市清水区三保　特設会場

５　訓練項目

（１）平成17年６月10日（金）【１日目】

① 情報伝達訓練

② 参集訓練

③ 調整本部運営訓練

④ 野営訓練

（２）平成17年６月11日（土）【２日目】

① 部隊運用訓練

② 終了式

６　参加者
緊急消防援助隊及び静岡県内消防部隊　47都道府県

約400隊　約2,000人

７　主　　催
総務省消防庁

８　共　　催
全国消防長会、静岡県、静岡県消防長会

９　協力団体
静岡市、（財）静岡県消防協会、航空自衛隊、

海上保安庁、日本道路公団、（財）消防科学総合センター

10 訓練内容

（１）参集訓練

緊急消防援助隊の「東海地震におけるアクション

プラン」に基づく出動体制及び「東海地震応急対策

活動要領に基づく静岡県受援計画」による受援体制

について検証を行います。

参集方法については別図のとおりとなります。主に

高速道路を進入経路としますが、他に第２東名高速

道路や、海路からフェリーを用いて被災地入りする

隊もあります。北海道隊にあっては、苫小牧から福

井県敦賀及び茨城県大洗の２ルートでフェリーによ

り本州に上陸します。また、航空自衛隊の協力によ

り、Ｃ―130輸送機を用いて、福岡県春日基地から

静岡県浜松基地まで、福岡県隊の隊員及び救助工作

車Ⅳ型２台を輸送する訓練等を行います。

（別図参照）

（２）調整本部運営訓練

静岡県庁において調整本部運営訓練を６月10日７

時00分から12時00分まで行います。参集訓練に併せ

て、進出拠点に到着した部隊に対して集結場所等の

指定を行うほか、多数傷者発生事案を想定した図上

訓練を実施します。

また、部隊運用訓練会場において調整本部運営訓

練を６月10日18時00分から19時00分まで行います。

被害が県内広域にわたって発生し、多くの都道府県

隊が応援に入るような場合を想定して、調整本部に

応援隊職員が配置された場合の運営について、調整

本部と応援隊との連絡等がスムーズに行うことができ

るか検証します。

消防の動き　23

第3回緊急消防援助隊全国合同訓練について
震災等応急室
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（３）部隊運用訓練

６月11日10時00分から11時30分まで、15のエリア

に分かれて部隊運用訓練を行います。今回は、昨年

発生した新潟県中越地震及びスマトラ島沖地震等を

教訓に、下記の訓練を実施します。

・がけ崩れ下からの救出訓練

２次災害の発生の恐れのある現場で、要救助者

が何名いるか判らない中、高度救助資機材等を用

いて要救助者を救出します。

・列車脱線事故救出訓練

高架上を走行中の列車が脱線したことを想定し

て、はしご車を活用した救助活動を行います。ま

たヘリテレにより災害状況について指揮支援隊に

映像を送信します。

・津波漂流者・津波倒壊家屋救出訓練

航空隊によるホイスト救助および、救助ボート

による救助を行います。また海上保安庁が緊急消

防援助隊と連携し救助活動に参加します。

今回の第３回緊急消防援助隊全国合同訓練は、平成16

年４月に、緊急消防援助隊が消防組織法上明確に位置付

けられてから、初めての全国合同訓練となります。消防関

係の多数の方のご来場をお願いします。なお、会場付近

のアクセス等については、消防庁ＨＰをご覧下さい。

平成17年６月10日（金）【１日目】

進行時間 項　　　　　　目

7：00 ～

想定地震発生

情報伝達訓練

調整本部運営訓練（県庁）

8：30 ～ 15：00 参集訓練

15：00 ～ 19：00 現地踏査（部隊運用訓練予行）

18：00 ～ 19：00 調整本部運営訓練（訓練会場）

19：00 ～ 19：30 激励巡視

19：30 ～ 20：30 給食訓練

20：30 ～ 21：30 作戦検討会議

21：30 ～ 野営訓練

平成17年６月11日（土）【２日目】

進行時間 項　　　　　　目

訓練資機材撤収後、解散

11：30 ～ 12：00 終了式

10：00 ～ 11：30 部隊運用訓練

9：40 隊員待機完了

静岡県内での参集の動き 

東 名 高 速  

進 出 拠 点  

足 柄 ＳＡ  

浜名湖ＳＡ  

応 援 県  
 

集　結 
場　所 

国道1 3 9

 
静岡県内 

一次集結場所 
二次集結場所 
消 防 本 部  

 
静岡県内 

一次集結場所 
二次集結場所 
消 防 本 部  

道 の 駅  
朝霧高原  

直接会場入り 

清
　
水
　
港 

全

国

合

同

訓

練

会

場

 

下田市　 下田港 

●静岡県防災船「希望」 

第二東名高速道 

伊豆市　　土肥港 

●駿河湾フェリー 

浜松市　　浜松基地 

●自衛隊輸送機 

別図
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N

おいでんせぇ！ 晴れの国おかやまへ

岡山市は、県南部に広がる肥沃な沖積平野の中央に位

置し、古代から「吉備の国」として栄えてきた歴史と文

化を有する県都です。その市域も、北は緑豊かな中山間

地から南は風光明媚な瀬戸内海にまで及び、温暖な瀬戸

内特有の気候により、春秋は晴れの日が多く、冬の厳し

い季節風も中国山地がさえぎり、非常に穏やかな都市で

もあります。

わが消防局は、本市と隣接の吉備中央町、あわせて

927k㎡、68万人の安全・安心のため、１局（４課１航空

隊）４署13出張所１救急ステーションの組織と552名の職

員を擁し、消防の任務を担っています。

しかしながら、当局も例外ではなく、増加する消防需要、

慢性的な職員不足と高齢化、消防・救急無線のデジタル

化等々、多くの問題・課題を抱えております。厳しい財

政状況の中、合併による「新市建設」を起爆剤として、

これら山積する難問を解決するために、全局あげて、知恵

と汗を出しあいながら取り組んでいるところです。

とくに、今年度は、拡大した市域と市街地に対応する

ため、市街西部への署新設と東部への出張所新築移転の

両事業を最優先課題として着手しました。この新しい署

については、交通アクセスの良さを活かし、広域消防応援

部隊の拠点としても整備する考えです。

また、近年の異常気象による風水害、いつ起こっても不

思議のない東南海・南海地震に備えた防災対策について

も、本市防災対策室と協調し、積極的に取り組んでいる

ところです。

本来、岡山は、四国山地が防壁となって、南から襲っ

てくる台風の勢力が弱められ、その影響が少ないところで

すが、昨年は16号、18号、21号そして23号と、相次いで

来襲した台風により甚大な被害を受けました。その教訓か

ら、危機管理体制を見直し、消防局長である私に情報・

権限を集中させたものに再構築したところです。また、

4,200名の消防団員を核

とした地域防災力の充実

強化など、「市民が安

全・安心に暮らせる防災

体制の確立」を今年度重

点目標に掲げ、その実現

に向けて努力してまいり

ます。

最後に、今年は本市をはじめ県内各会場を舞台として、

第60回国民体育大会が、「晴れの国おかやま国体」と銘うっ

て繰り広げられます。全国の皆さん、輝く選手たちの応援

と新鮮な岡山の幸を味わいに、是非一度、岡山へおいで

んせぇ！

岡山県　岡山市消防局

岡山県　岡山市消防局
局長　中塚　弘章

岡山市のシンボル　後楽園と岡山城

本市自慢の消防ヘリ「ももたろう」

昨年10月、豊岡市の豪雨災害に臨む「緊急消防援助隊」岡山県隊



八戸地域広域市町村圏事務組合八戸消防署尻内分遣

所は４月９日、一番町少年消防クラブが製作した「駅の

防災マップ」をＪＲ八戸駅構内に掲示しました。防災

マップは、クラブ員が八戸駅の防火・防災の周知と安全

性をＰＲしようと製作したもので、消火設備等の設置場

所が明示してあります。贈呈式では、クラブの指導者から

駅長に目録が贈呈され、続いてクラブリーダーが「八戸駅

防災マップを掲示します」と力強く宣言。その後、駅構内

において防火チラシを配布し火災予防を呼びかけました。

仙台市消防局は、４月１日から救急ステーションの運

用を、11日からはドクターカーの試行を開始しました。同

ステーションは、①ドクターカー運用の拠点としての機能、

②間接的メディカルコントロール（事後検証、救急隊員教

育、症例検討会）の拠点としての機能、③市街地中心部

の救急需要の増加に対応するための救急専用出張所とし

ての機能を併せ持つ施設で、救急隊員10名と管理運営要

員１名が配置されています。また、ドクターカーの運用は、

市立病院医師１名と研修中の救急救命士が行います。

はたらく消防の写生会を実施

東京消防庁
東京消防庁日本橋消防署は４月26日～５月10日まで、

管内の５つの小学校において「はたらく消防の写生会」

を実施しました。26日に実施した区立常盤小学校では

１年生、３年生、５年生の88名が参加し、校庭に来たポン

プ車、救急車、消防団可搬ポンプ車を使った消防演技や

防火服の着装などの消防体験に歓声をあげていました。

その後、児童たちは思い思いの場所に陣取り、自分の好

きな消防車や火事場で消火活動を行う消防隊員・消防団

員の活躍する様子を画用紙一杯に描いていました。

仙台市救急ステーションがオープン

仙台市消防局

赤磐消防署南出張所は、広く火災予防を呼びかけるた

め「防火常夜橙」を庁舎前に設置しました。この防火常

夜橙は、所員12名が４カ月かけて製作したもので、高さ

4.5ｍ、幅2.2ｍで、中央には「火の用心」と一般公募した

防火川柳が書かれています。昨年の11月９日に行われた

除幕式では、千種幼稚園や万富保育所の子どもたち、消

防関係者ら約90人が参加し、この防火常夜橙が、地域住

民はもとより車で通りかかるドライバーにも、防火の気持

ちに導く 道しるべ となればと願いました。

無火災を願う防火常夜橙を設置

赤磐消防本部

救急隊の活動拠点、仙台市救急ステーション掲示された「駅の防災マップ」

防火の願いが込められた常夜橙消防車を画用紙一杯に描く児童たち

消防通信／望楼では消防本部、消防団からの投稿を随時受け付けています。

防災マップを八戸駅に掲示

八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部

青
森
県

宮
城
県

東
京
都

岡
山
県
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４月18日から28日までの11日間（教育日数９日間）、

第１回新任消防長・学校長コースを消防大学校として初

めて実施しました。このコースは主に一般行政職から消

防長に新たに就任した者及び消防学校長に新たに就任し

た者を対象としたものです。今回は消防長26名、消防学

校長３名の計29名が参加しました。空気呼吸器を着装し

た濃煙熱気訓練や化学防護服を着装した歩行訓練を初め

とした実科訓練14時間を含む計56時間のコースを、全員

が真摯に受講しました。

第１回新任消防長・学校長コースの
実施について

活動指揮訓練 放水訓練

濃煙熱気訓練 訓練前のミーティング
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台風、集中豪雨等の風水害は、毎年のように我が国の広い

地域で大きな被害をもたらしています。例年台風の上陸は平均

すると年間３個程度となっていますが、昨年は、過去最多とな

る10個の台風が上陸し、様々な災害が発生しました。８月の

台風第15号や９月の台風第21号では土石流災害が発生し、８

月の台風第16号では高潮被害、10月の台風第23号では死者・

行方不明者が98人にのぼり、加えて７月の新潟・福島豪雨や

福井豪雨によって多くの世帯が浸水等の被害に遭いました。

それぞれの地域におけるこれまでの風水害の有無にかかわら

ず、日頃からその対策を準備しておくことが大切です。

熱帯地方の海上で発生する低気圧を熱帯低気圧と呼びます

が、このうち北西太平洋や南シナ海で発達して、中心付近の最

大風速が毎秒およそ17ｍ（風力８）以上になったものを「台風」

と呼びます。ちなみに、北大西洋や北東太平洋では「ハリケー

ン」、インド洋では「サイクロン」などの呼び名となっています。

台風は、暖かい海面から供給される水蒸気をもとに発生し、

発達していくもので、大きな空気の渦巻きとなり、中心に向か

うほど強い風が反時計回りに吹いています。また、積乱雲が

集まったものであるため、雨を広い範囲に長時間降らせること

となります。このように強風と大雨が台風の大きな特徴といえ

ます。

台風が上陸する地域については、移動経路の特徴から太平

洋沿岸地域がほとんどです。一般的に、上陸すると台風の勢

力は徐々に弱まるとされていますが、気圧や前線の配置などの

気象条件によっては、台風の活動が前線活動を刺激すること

に伴って被害が拡大する場合があり、注意が必要です。

量的な定義はありませんが、時間的・空間的に集中して降

る大雨のことを「集中豪雨」といいます。集中豪雨は、急速

に発達する積乱雲によって引き起こされ、主に日本付近に前線

が停滞している時（梅雨期の終わり頃）や台風が日本列島に

接近しているか上陸した時、大気の不安定な状態が続き、

次々と雷雲が発生している時などに発生します。短時間かつ局

所的に発生するため、被害も局地的になり、具体的な場所、

時間、雨量を特定した予想は難しいのが現状です。

強い風や大雨等によってもたらされる災害には、洪水、土砂

災害、高潮、高波及び突風などがあります。洪水は、主に大

雨によって河川があふれ、堤防の決壊などにより水が沿岸地に

流れ出て被害を与えるものです。また土砂災害は、大雨によっ

て地盤が緩んだことにより、がけ崩れや地すべり、土石流など

となって現れます。高潮については、台風などによって海面が

普段以上に大きく持ち上げられ、沿岸に押し寄せるものです。

こうした風水害による被害を最小限にとどめるため、家庭に

おいては、予め窓や雨戸の補強をする、非常用品を揃えておく、

避難場所を確認しておくほか、常に台風や大雨に関する情報

を確認することなどが大切です。また、地域において、自治体

や消防機関などと一体となった地域ぐるみの防災体制を整えて

おくことも重要です。例えば、地域住民の参加のもと、避難誘

導や救出・救護など実践的な防災訓練を重ねることにより関

係者の防災意識を喚起する、災害危険箇所を事前に点検した

うえで災害防止のための必要な措置を予め講じておくことなど

です。

特に、大規模な災害時には、防災関係機関のみでの初動体

制が不十分となる場合が想定されるので、地域の人々が「自分

たちの地域は自分たちで守る」という意識に立ち、連帯感を持ち

ながら自主的な防災活動に取り組むことが重要です。

日頃からの防災知識の普及啓発はもとより、災害に備えた

より実践的な情報収集及び伝達体制の確立、災害危険箇所に

対する措置、避難体制の整備（災害時要援護者対策等）、実

効性のある防災訓練の導入など、住民と防災関係機関が一体

となって一層の防災体制の強化を事前に図り、風水害に備え

ておくことが必要と言えるでしょう。

7月分
風水害に対する備え

防災課

新潟・福島豪雨被害写真 台風第23号被害写真
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石油コンビナート等災害防止法は、昭和49年において

相次いでコンビナート災害が発生し、12月の岡山県倉敷

市水島の製油所の重油流出事故及び昭和50年２月の三重

県四日市製油所における灯油タンク火災の甚大性にかん

がみ、昭和50年に制定されました。

石油、高圧ガス等の可燃性物質が大量に集積している

石油コンビナートにおいては、ひとたび火災等が発生し

た場合には、甚大な被害となることが懸念されることか

ら、消防法や高圧ガス保安法等の規制に加えて、各施設

のレイアウト、防災資機材等について定めた石油コンビ

ナート等災害防止法による規制を行い、災害の拡大防止

及び防災体制の確立を図ることとしています。

こうした中、平成15年９月の十勝沖地震の際に発生し

た浮き屋根式タンクの全面火災を受け、石油コンビナー

ト等特別防災区域における消防力と防災体制の充実強化

を図るため、石油コンビナート等災害防止法の一部改正

（平成16年６月２日公布）を行いました。消防力の充実

強化としては、浮き屋根式タンク全面火災に対応するた

めの増強資機材（大容量泡放射システム）の配備を義務

付けることとし、特定事業者共同で、より広域的な配備

を可能とする組織的受け皿（広域共同防災組織）を整備

（公布後１年６月以内に施行）することとしました。また、

防災体制の強化としては、防災管理者・防災規程等を中

心とした体制の整備を図り、防災業務の適正化及び責任

の明確化、防災規程の実効性の確保とそれに伴う行政の

関与、災害現場における情報提供要求について新たに取

り入れました。特定事業者におかれても、自らの防災体

制が十分なものであるか、今一度検討をお願いします。

市町村長等は、特定事業者の防災対応に関して、防災

業務の適正な運営を確保するために特に必要がある時

は、防災業務の運営の改善に必要な措置をとることを命

ずることが出来るようになり、この命令に違反した者に

は罰則が適用されることとなりました。

事業者による自主保安体制の整備及び消防機関による

事前チェックにより、特定事業所の防災体制の充実強化

を図ることとして、定期報告制度が設けられました。こ

れにより特定事業者は、自衛防災組織について、①特定

防災施設等の設置及び維持管理に関すること、②防災要

員の配置並びに防災資機材等の備え付け及び維持管理に

関すること、③防災管理者に対する研修の受講に関する

こと、④防災管理者の選任の届出に関すること、⑤防災

規程に基づく特定防災施設等の点検並びに防災要員に対

する教育及び訓練、異常現象の通報等の実施の状況に関

することを報告することとされました。なお、共同防災

組織を設置している特定事業者を代表する者は、共同防

災組織について、①防災要員の配置並びに防災資機材等

の備え付け及び維持管理に関すること、②共同防災組織

の設置及び変更の届出に関すること、③共同防災規程に

基づく防災要員に対する教育及び訓練等の実施の状況に

関することについて報告することとされました。なお、

最初の報告については、平成17年４月１日から平成18年

３月31日までの期間における防災業務の実施の状況につ

いて、市町村長等に行うこととされました。

石油コンビナート等特別防災区域において、消防隊が

安全かつ円滑・効果的な消防活動を行うためには、特定

事業所の構造や取り扱う石油等の性状に関して、特に正

確な情報を得ることが重要であります。そのため、災害

の現場においては、特定事業所の事業の実施を統括管理

する者は、災害の発生若しくは拡大の防止のため必要な

情報を要求に応じて提供することとされました。

特定事業者は、これらの改正事項について、十分に理

解し、防災体制の強化及び防災要員の能力の向上を図っ

ていただきたいと思います。

石油コンビナート災害の防止
特殊災害室



消防庁では、消防表彰規程第２条第１項第１号に定め
る功労が次のいずれにも該当する緊急消防援助隊の部隊
等に対して授与する副賞を新たに製作しました。
（1）一身の危険を顧みることなく職務を遂行したもの
（2）人命救助活動を行ったもの
（3）活動が消防の信頼を著しく高めることに資するもの

今回、昨年10月に発生した新潟県中越地震における長
岡市妙見町土砂崩れ現場で活動した緊急消防援助隊の救
助隊等41隊に授与しました。

30 消防の動き

防災図上訓練指導員を募集

新潟県中越地震における長岡市妙見町土砂崩れ現場で
の救助活動に関わる消防庁長官表彰の副賞等贈呈式

「地方公共団体の地震防災訓練（図上型

訓練）実施要領モデルの作成に関する調

査研究報告書」（平成17年３月消防庁）の

報告を受け、市町村における実戦的な防

災訓練の実施を支援するため図上型防災

訓練の企画・運営・評価に関する専門家

を育成し、また小規模市町村における図

上型防災訓練の実施を通じた地域の防災

力強化に関する調査研究の補助業務を行

うため、（財）消防科学総合センターにお

いて「防災図上訓練指導員」を募集して

います。この指導員は同センターにおい

て一定の研修の後、図上型防災訓練の専

門家として登録され、全国の市町村にお

ける図上訓練の実施をサポートすること

となります。

登録予定人員 16名程度
募 集 期 間 平成17年６月１日（水）から６月30日（木）まで
問い合わせ先　〒181－0005 東京都三鷹市中原３丁目14－１ （財）消防科学総合センター 防災図上訓練指導員登録担当

Tel：0422－49－1113 Fax：0422－46－9037

消防庁長官表彰の副賞等贈呈式の模様

このオブジェ
は、文化功労者
安藤忠雄氏が消
防職団員の活動
を顕彰して製作
してくださった
ものです。
「駆け上がる
勇気」を象徴し
ています。

文化功労者 安藤忠雄氏製作のオブジェ





編集発行／消防庁総務課

住　所 東京都千代田区霞が関2－1－2（〒100－8927）
電　話 03－5253－5111
ホームページ http://www.fdma.go.jp

編集協力／㈱近代消防社
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